２０２４年度
統括事業所さの（ゆうあいらんど・さの）事業計画（共通事項）
基本方針
ゆうあいらんど・さの「以下「さの」という。」では、質の高い福祉サービスを提供するた
めに利用者がその人らしさを表現できる自立支援サービスの提供と個々の生活及び心身の状況に合わせた居場所づくりに努める。
１　利用者サービスへの取組
第三者機関による専門的・客観的な立場からの評価を継続的に受け、利用者サービスに係る計画に反映できるよう、各会議等で評価結果を職員各自に周知徹底する。

また、２０２４年４月１日から虐待の発生又は再発を防止するための措置が義務化されたことに伴い、さのとして高齢者虐待防止マニュアルや研修計画を一本化し、業務の効率化を図りつつ、各事業所間で情報を共有し虐待防止の意識を徹底する。
２　職員への取組（共通必須研修）
	感染症及び災害に係る業務継続計画のための研修（BCP）
	共通：年2回以上

	感染症及び災害に係る業務継続計画のための訓練（BCP）
	共通：年2回以上

	感染症及び食中毒の予防及びまん延防止に関する研修
	特養/短期：年2回以上
在宅：年1回以上

	感染症及び食中毒の予防及びまん延防止に関する訓練
	特養/短期：年2回以上
在宅：年1回以上

	高齢者虐待防止のための研修
	特養/短期：年2回以上
在宅：年1回以上

	身体拘束適正化のための従業者に対する研修
	特養/短期：年2回以上
在宅：運営基準への規定

	非常災害対策に関する訓練
＊消火・通報・避難・救出等訓練及び地域住民との連携
	特養/短期：年2回以上
通所：年1回以上

	認知症介護基礎研修
	特養/短期・通所
＊新規採用後1年以内

	ハラスメント・コンプライアンスに関する研修
	共通：年1回


３　地域社会への取組
（1） 町会との合同防災訓練の強化
町会との合同防災訓練は、参加者の方々が高齢化したことに伴い、町会の方々が不安に感じている車いすの操作方法、AEDの取扱い等を中心に年2回以上行う。

（２）ボランティアとの協働による行事の取組
新型コロナウイルス感染対策に伴い、毎週定例となっていたボランティア主体よるセンターとの合同の「喫茶いっぷく」が中止となっていた。
再開する「喫茶いっぷく」は、施設の定例行事として位置付け、そこにボランティアの方が参加して頂くことにより、特養は各階で、センターは食堂及びデイルームなどを活用し、数多くの利用者の方に喫茶店のような雰囲気を楽しんで頂けるよう計画する。
４　経営基盤強化の取組
（1） 稼働率向上とその対策
稼働率向上に向けて、特養は相談員を4名体制にし、入所及びショートステイ担当の明確な役割分担を行う。
特養の入所に係る待機期間が最長で3か月にも及んでいるが、原因の一つとして、相談員の業務の繁雑さがある。そのため役割を明確にし、入所までの待機期間を迅速に対応すること、入所までの手順を計画的に行う必要がある。
2023年度において特養の平均稼働率は94％台を推移しているが、今年度は目標を96％台に引き上げ安定した経営基盤を確保する。
ショートステイ事業はショート枠の6床と空床ベッドを有効的、効率的に活用するため、入所検討委員会等に居宅支援事業所及び包括支援センターの職員が参画し、協働して稼働率向上に向けて情報交換を行う。

（２）業務内容の見直し
1 全体的な業務の見直し及び業務内容の平準化
職員の業務の洗い出し、仕事の内容を再分配することにより業務内容の平準化を行い、人件費に占める超過勤務の割合を抑制する。
2 ICTの活用
見守り機器(眠りスキャン)の導入により、利用者のベッド上の行動を把握し、夜間帯の巡回の回数を削減し、夜間業務の見直しを行う。

3 防災・災害管理体制の整備
近年地震などの災害が多発している中、防火管理者の責務の明確化を行う。
2024年度BCP(業務継続計画)策定の義務化に伴い、既存の計画を見直し、緊急時の対応にかかる研修計画の策定及び訓練の実施を行う。
4 感染症対策

ア　定期的ＰＣＲ検査・抗原検査を実施し感染の早期発見に繋げ、感染拡大を最小限にしていく。
イ　日常のケアにかかる感染対策の実施
スタンダードプリコーション（標準的な予防策）を日常的に行う。
ウ　定期的な委員会の開催
東京都の動向など各事業所と情報共有し連携していく。
エ　感染症発生時にはBCP(業務継続計画)をもとに迅速に対応できるよう日頃から研修や訓練を実施、施設全体で感染症予防対策に取り組んでいく。また指針、BCP(業務継続計画)を定期的に見直しを行い、活きている指針、BCP(業務継続計画)とする。
５　SDGsへの取組み
（１）ごみを減らす・分別を徹底　(目標12・目標13)

可燃ごみ・資源ごみの分別。段ボール・瓶・缶などを町会へリサイクル 

（２）ペーパーレス化の取組　(目標12・目標15)

会議の資料はプロジェクター等を活用し、印刷物を減らす。

（３）エコバック・マイボトルの活用　(目標12・目標14)

（４）互助会の活性化　(目標3・目標10)

職員の区分を問わず全員加入
特別養護老人ホームさの
１　利用者サービスへの取組
（１）人権尊重の徹底
①虐待防止、身体拘束廃止に取り組み年２回の虐待の芽チェック、研修を実施
集計及び検証を行い、結果をフィードバックし職員の意識を高め不適切ケアを防止する。
②利用者への声掛け、傾聴を心掛けニーズの把握に努める。
（２）事故防止対策
①ヒヤリハット報告書、事故報告書を検証し予防策をたてる。
事例を活用した研修を実施し現場で可能な改善策を検討する。
「うっかり」「思い込み」などのヒューマンエラーによる事故や「原因不明の怪我」を無くす。基本をしっかり身につけ技術向上を目指し根拠あるケアを行っていく。
（３）サービスの質の確保
①食事
ア　摂食嚥下機能低下によって生活のしやすさを維持することが困難となるため、生活リハビリの中に嚥下機能訓練を取り入れる工夫をする。
イ　栄養強化加算の算定の継続
ウ　毎日の食事、行事食は季節を感じられる大切なイベントであるため、生活の中での楽しみの一部となるような食事提供をしていく。
エ　嗜好調査を行い満足度の上昇を目指す。
オ　提供ミスなどの事故防止を図るため委託業者との定期的な会議を持ち、安心できる食事提供ができるよう連携を図る。
②　信頼される施設作り
ア　感染症対策のためサービス担当者会議への家族参加を見合わせてきたが、月１回の日曜日開催を再開する。面会が難しい方に対し生活の様子や情報を伝え積極的な関りを持っていく。
イ　ケアプランの作成に当たっては、利用者本人の役割、家族の役割についても積極的に取り入れ、生き甲斐に結び付くようになるよう相互理解を深める。この流れを丁寧に積み重ね信頼関係の構築を継続する。
ウ　ADL低下、重度化に伴い入院中や往診時に医師から家族へ病状説明が行われる場面が多くなっている。各係が連携をしながら、医療の継続や看取りへの移行など家族等の確認を取る。説明の際は誤解や不快感が生じないよう丁寧な説明を心掛ける。
エ　看取りケアの多様な在り方を大切にし、本人・家族等の揺れ動く気持ちに寄り添い対応する。
・家族懇談会等で家族等と職員が看取りケアについて理解を深められる場を作る。
・安心・安楽な最期を迎えられるケアを提供する。
オ　新規入所者の年齢がすでに１００歳に近い方も多く、重度の認知症の方が増えている。医療的なスキル向上のため看護師が中心となり様々な研修を行っていく。
カ　眠りスキャンを活用し、体調不良等生活状況の把握に努める。
③　多職種連携によるケアの推進
ア　新規利用者や精神不安定の利用者のケアは、多職種で観察と記録をしっかり行い丁寧なアセスメントを行う。　
イ　記録については情報をより多く収集するため、無期フルタイム職員以外の職員全員が記録入力できるようにする（PC操作指導）。
4 福祉サービス第三者評価
ア　第三者評価を受審し、サービスの質の向上を目指す。
イ　全職員提出を目指す。
２　職員への取組
（1） 外国人職員（技能実習　特定技能）の育成を丁寧に行っていく。
1 言葉の理解度を確認していく。
2 記録・担当業務の割り振りにより、責任と自覚をもってケアにあたれるよう指導していく。
3 定期的な面談を行うことで、不安を取り除きケアにあたれるよう関わっていく。
（２）急変時対応の研修や緊急受診付き添いなどを経験させ、対応力を高めるよう育成する。
（３）共通必須研修以外の必須研修
1 褥瘡予防
2 認知症
3 看取り
4 口腔衛生　　
ア　歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が当該施設の介護職員に対する口腔衛生の管理に係る技術的助言及び指導を年2回以上
（４）その他の研修

1 倫理及び法令遵守　

2 緊急時の対応
3 接遇
4 プライバシーの保護
5 医療に関する教育
さのデイサービスセンター
１　利用者サービスへの取組
　[通所介護]
（１）アクティビティの充実によるニーズに応じたサービス提供　

① 月に１回、変わり湯（みかん湯、リンゴ湯等）を企画する。
② 施設周りの空きスペースで花壇やプランターによる植物を育てる。利用者に役割を持ってもらい楽しみに繋げる。
3 毎月、季節に合わせた活動や行事を計画。非日常を感じていただく。ポスターなどで案内し利用者が興味をもって自主的に参加しやすい工夫する。
④ 麻雀、手作業、習字など個別でも楽しめる趣味活動の提供
施設内でコンクールを開催し表彰する。
5 活動ボランティアの受け入れ再開と強化。フラダンス、演芸、音楽演奏会等
⑥ 買い物や外食など利用者ニーズの高い外出活動の定例化。個別の生活課題の解消と、また他施設との差別化を図る。
（２）生活機能向上を意識したプログラムの工夫
① 機能訓練加算Ⅰの実施
理学療法士が家庭訪問し、自宅での課題に沿ったリハビリを提供していく。
2 科学的介護推進加算の推進
・専門職が自宅訪問し生活課題を評価、助言する。
・日常生活に基づいた生活プログラムで機能訓練はじめ、自立支援に繋げる。
3  集団体操の中で失禁予防、認知症予防なども取り入れ、生活に密着した訓練の実施
4  散歩や買い物活動を実施
日常生活動作訓練を行うと同時に生活支援につなげていく。
5 さの独自の音楽体操に取組
利用者自らが地域へ広げるような取り組み（サザエさん体操の定着化、推奨）。
　[認知症対応型通所介護］
（１）認知症状に合わせたケアを提供し安心、快適な生活を保つ
① プランターで植物を育てる園芸活動
② 洗濯物畳みや掃除、テーブル拭き、買い物、料理など自宅でも役割をもって取り組める生活動作を取り入れた家事活動の提供。
3 季節を感じられる活動充実。
4 外出活動の促進。お花見や買い物、日光浴、屋外活動など。
⑤ 趣味活動の充実。
「さの塾」子供の頃の手習いや馴染みの遊びを思い起こせるような寺子屋活動
⑥ 清潔保持
看護師を中心とした、足浴や足の爪切り、水虫のケアを定期的に行い保清に努める。
　
（２）家族支援の強化
① 連絡帳や送迎時、電話での家族との情報共有
② 運営推進会議の定期開催による情報提供
地域に根差した施設つくりを目標に、家族や地域の方々と共存意識をもつ。

③ 家族参観日や家族懇談会
利用者の日々の様子をご覧いただくとともに、情報の共有機会とする。
２　経営基盤強化への取組
（１）居宅支援事業所との意見交換を実施
①　居宅支援事業所へも定期的に訪問し情報の収集と現在のニーズに応えられるサービス提供を検討する。
②　各月に目玉となる活動の宣伝ちらしを作製し配布
3 谷中、さの通所、認知デイの３グループの特色を伝えていく。
（２）業務効率化により超過勤務の削減をする。
① 通所介護、認知症介護の合同での活動時間を作り配置人員を効率化
② 送迎ルートの精査による職員の添乗回数の削減
（３）稼働、経営状況を職員間で共有し職員の意識改革に努める。
（４）利用者が自立して行えるプログラムの検討

実施にあたっては、見守りのボランティアを活用し利用者の満足度を下げないようにしていく。
（５）LIFE連携による科学的介護加算、機能訓練加算Ⅱを算定し通所介護の増収を図る。
（６）要支援者へも個々のニーズに合わせた滞在時間、希望サービス（入浴など）提供により新規利用の増につなげる。
（７）節電、節水などの他、事務用品や備品購入についても節約するよう職員間に周知する。

谷中デイサービスセンター
１　利用者サービスへの取組
認知症対応型通所施設として利用者の尊厳を守れるように虐待の芽チェックリストだけではなく、認知症利用者に対する対応方法や接遇などの研修を取り入れ、職員の人権擁護意識を高めていく。
（１）利用者サービスの質の向上
センター方式等を用いて「利用者の有する力」を担当職員が把握し他職員と共有することで、「利用者の有する力」を生かした支援を行える体制作りをしていく。
（２）サービスの質の確保

①機能訓練

ア　理学療法士による3ヶ月ごとの評価、長谷川式の実施により身体状況、認知症の状況などを把握する。長谷川式の点数を比較し、どの項目が低下しているのかを共有し個別のケアに活かす。
イ　理学療法士や看護師により心身の状態に合わせた個別リハビリを行い、生活動作の維持や運動の機会の確保を行う。
ウ　外出時の歩行や状態を定期的な評価や自立支援を活かした生活動作リハビリの提供
②日常の活動
ア　コロナ禍により活動縮小していた農園活動を再開し、作物育成や収穫作業を楽しむ。
また、室内にて水耕栽培等で植物を育て、利用者の関心や楽しみを増やす。

イ　ADLの差が大きくなったことで、谷中の特色である外出活動を行うことが難しい状況となっているが、定期的に行うことで五感を刺激し、季節を感じたり、気分転換を図る。
ウ　買物活動を行うことにより社会生活の感覚を維持すると共に、地域との交流を図る。
エ　少人数に分けたグループ活動や大人数のレクリエーションなどバリエーションを増やし
利用者の楽しみを増やす。また利用者の得意なことなどを活かし、積極的に参加できる活
動作りを行う。
オ　コロナやインフルエンザの流行で不定期となっていた中学校のボランティア部との交流を今年度は再開できるよう調整する。有意義な時間となる活動内容を中学生と一緒に考えて計画を立て実施していく。

カ　さのデイのスペースを借り、カラオケや体操などのプログラムを楽しむ。
２　経営基盤の強化への取組（防災、災害管理体制の整備）
管理者が不在で災害等が起こる事も予想される為、利用者参加の避難訓練だけではなく谷中担当職員が誰でも対応できるように研修を実施する。また水害時など中学校への避難等も必要となるため、中学校への協力を仰ぐとともに避難方法も決めておく。
さの居宅介護支援事業所

１　利用者サービスへの取組 

（１）法令遵守

介護保険法の趣旨に従い、ご利用者・ご家族への説明と同意を基本とし、継続した在宅生活が送れるよう自立支援に基づいた適切な居宅サービス計画の作成を支援する。

1 高齢者に対してのケアマネの数が極端に不足している状況が続いており、特に予防支援者が支援を受けられない現状がある。
このような状況下においても、地域で信頼される居宅支援事業所として、質の高い公正中立な運営を心掛け、受け持ち件数を増やせるように努める。

ア　ICTを積極的に活用し、早急な対応を効率的に行える、また、現場に出向く時間の削減に繋げられるよう環境整備を行う。また、これらの活用により災害や感染があっても、途切れる事のない適切な支援が効率よくできるようにする。

イ　各担当が個人情報の取扱いを守り、機器の操作技術を習得する。
ウ　支援の見立てやサービス調整の作成等、技術向上のスキルアップの為、研修し自己研鑽に努める。

②「自立支援・重度化防止」を念頭に入れたケアプランの作成

ア　週１度の会議にてPDCAサイクルを念頭に業務改善を行い、全体で理解を深める。
イ　介護保険外の幅広いサービスを視野に入れ、インフォーマルサービスを取り込んだケアプランの作成を行う。また、支援から導き出される地域で不足していると思われる資源については、積極的に地域包括支援センターと連携を取りながら、新たな資源の発掘と開発について取り組む。
3 地域包括システムの推進

ア　地域で信頼される居宅支援事業所として、質の高い公正中立な運営を心掛ける。
イ　地域包括支援センターと連携を図りながら、独居高齢者や困難ケースに積極的に取り組む。
ウ　医療職とMCSで連携することで、医学的心身状態を共有する。病状からの支援内容の見立てができるようにする。また福祉事務所とも連携し、生活保護・身体障がい者支援に取り組み、介護・障がい併用の支援を行う。
エ　権利擁護センターと連携し、利用者の資産管理・権利を、公正に継続できるよう繋いでいく。
オ　多種職の参加する研修に参加し、知識を深めるとともに協力関係、良好な関係を作り、情報共有を行う。
・包括支援センター主催の事例検討会・医療法人主催の難病ネットワーク、権利擁護センター主催の研修
・他居宅介護支援事業所との交流会(ケアマネの会)
・地域医療法人が行う独自の研修（かけはしの会)
・合同事例検討会を引き続き継続し(年２回)サービスの質の向上に努める。
カ　自治体を通じて、地域で行われているイベントを把握し、それらへ参加することで、民生委員をはじめ地域の住民の方とつながりを持つことでの支援者の幅を広げる。
利用者、家族への発信を行い、地域で暮らしていきたいと思う街づくりネットワーク作りの構築、参画作りに貢献する。
・「絆のあんしんネットワーク」
・地域で行われているサービス(オレンジカフェ、家族会、フードパントリー、防災訓練等)
キ　災害時、特養さのは第２次避難所としての機能がある。居宅職員としてできるかぎりの支援ができるよう協力体制を意識する。
（２）第三者評価の受審

２　経営基盤強化への取組
（1） 特定事業所加算Ⅱの算定を継続できるよう必要な条件を整えていく。
（2） 防災、災害管理体制を構築し、業務継続するために委員会を設置する。全職員が年１回以上は研修に参加する。(災害、感染症など)
（3） ヤングケアラー、障がい、生活困窮者、難病、ハラスメントに関する知識を深めるため、事例検討会、研修に参加し、本人の支援だけでなく、家族支援を意識したケアプランの作成技術を上げる。
（4） 高齢者虐待防止を推進するために、委員会の開催、研修(虐待、身体拘束)に参加推進する。
（5） 市町村から指定を受け、介護予防支援を実施できるような取り組みを検討していく。
（6） 主任介護支援専門員の増員。推薦要件に該当する職員については、東京都主任介護支援専門員研受講者として推薦していく。
（７）新規職員を募集し、安定した運営が継続できるよう、教育体制を整える。　

　　　
地域包括支援センターさの
 基本方針　
（1） 公益性
地域包括支援センター職員は、足立区の介護・福祉行政の一翼を担う「公益的な機関」として、公正で中立性の高い事業運営を行う。
介護予防支援業務を行う場合及び当該業務を委託する場合、並びに要介護者に対し居宅介護支援事業所を紹介する場合には、不当に特定の事業所に偏ることのないよう中立性の確保に努める。その際、利用者の利益を尊重し、適切なサービスの提供が受けられるようにする。
（2） 地域性
地域包括支援センターは、地域の介護・福祉サービスの提供を支える中核的な機関であり、圏域内の地域特性や実情を踏まえた適切かつ柔軟な事業運営を行う。
地域包括支援センター運営協議会や地域ケア会議、その他地域で行われている活動等を通じて、地域住民や関係機関、サービス利用者の意見を幅広く汲み上げ、日々の活動に反映させるとともに、地域が抱える課題を把握し、解決に向けて積極的に取り組む。
（3） 協働性
地域包括支援センターは、社会福祉士、保健師、主任介護支援専門員等を配置し、それぞれの専門性を活用しながら相互に情報共有、連携、協働する「チームアプローチ」を実践し、多面的な視点で相談支援や地域課題に対応する。
さらに、地域の保健・福祉・医療の専門職や民生委員等の関係者、基幹地域包括支援センター等の関係機関と連携を図りながら業務を推進する。

１　利用者サービスへの取組
○実態把握や総合相談業務の効率的な実施

２０２４年度も３名体制で年間約１８００件の実態把握を実施していく予定であり、第二層生活支援コーディネーターとしての業務も兼務であるため、２０２３年度よりも更に効率的な訪問や業務が求められる。

「総合相談」は、９名で担当する。権利擁護業務、包括的継続的ケアマネジメント支援業務の対応も行うが、相談内容は年々困難化・複雑化し、件数も多く推移している。ベテラン職員を中心に担当件数が偏る傾向にあるため、職員のメンタルヘルスを考慮すると業務内容は全体的にシェアをしていくことが必要である。その為にも、早急に人材育成のシステムづくりに取り組んでいく。
２　職員への取組
○組織・人員及び人材育成の強化
これまでは新任者のOJTとして、センター長やベテラン職員が行ってきたが、今後は他職員もOJTを担えるような体制を強化していく。総合相談に対応できる人材育成のシステムづくりとして、マニュアルの作成・更新、ミーティングの充実による効率的な人材育成に取り組む。
　
３　地域社会への取組
（１）自主グループ（家族介護者の会）への活動支援と開催場所の提供

コロナ禍より「家族介護者の会の自主グループ化」に取り組んできた。２０２３年度末には、家族介護者の会を地域の介護者同士で自主的に運営していくという意向が出てきた。一方、介護を抱えながらの活動は負担も大きい。また、開催場所の確保が大きな負担という意見が多数あり、月１回程度、会議室を貸し出して自主グループの活動を支援することとし、自主グループの運営が安定化するために今後も側面的支援は継続する。
（２）第二層協議体の円滑な運営

絆のあんしんネットワーク連絡会（以下、あんしん連絡会）においては、今までの見守り活動の推進に加えて、地域住民が主体となり、地域課題について情報の共有を図り、地域でできる取り組みについての検討（二層協議体としての試行期間）に取り組んできたが、２０２４年度からは正式に「二層協議体」として地域包括支援センターが運営することとなった。あんしん連絡会は、年６回開催し、地域包括ケアシステムの推進の場としての機能を担っていく。
地域住民とともに近隣施設の特別養護老人ホーム奉優の家の空きスペースを利用して、ひとり親や独居高齢者などを対象にフードパントリー（名称「さくらパントリー」）を月１回開催している。現在約１００世帯（うち高齢者は約２０世帯）の利用がある。２０２４年度も、運営に関わると共に、新たに地域包括支援センターによる出張相談の同時開催や対象者の増加への対応についても検討をしていく。
これらの取り組みは、地域包括支援センターだけの取り組みにとどまらず、「社会福祉法人の地域における公益的な取り組み」につながる可能性があるものとして事業に取り組んでいく。
44

